
事業事前評価表 

 

１．案件名 

国名：フィリピン共和国 

案件名：幹線道路バイパス建設事業（II） 

L/A 調印日：2012 年 3 月 30 日 

承諾金額：4,591 百万円 

借入人：フィリピン共和国政府（The Government of the Republic of the Philippines） 

 

２．事業の背景と必要性  

(1)メトロマニラにおける運輸交通セクターの開発実績（現状）と課題 

フィリピンにおいてメトロマニラは当国経済の根幹を成し、全国比で 0.2％の国土に人口の

13%、GDPの37%が集中する等、経済活動の極端な一極集中が生じている。さらに近年、

メトロマニラ近郊の中核都市がベッドタウンとして発達してきているため、当該都市の幹線

道路沿線部では激しい交通渋滞が発生している。当国政府はこれまで、メトロマニラにおい

て環状・放射状道路を骨格とした幹線道路、立体交差施設、LRT 整備、メトロマニラと近郊

都市を結ぶ高速道路網整備といった開発を行い、運輸交通網の整備を重点的に推進して

きた。しかし、運輸交通網の整備は交通需要の伸びに追い付いておらず、メトロマニラ及び

近郊は未だ深刻な交通渋滞に直面している。メトロマニラ以北の日比友好道路沿線も通勤

圏内として市街化が進んでおり、特に本事業の対象地であるプラリデル市周辺は、メトロマ

ニラ至近に位置するため交通量が多く、平均時速が 20 ㎞/時を下回る地点もあるなど最も

渋滞が深刻な区間のひとつとなっている。そのため、同区間はメトロマニラと北部近郊都市

を結ぶ通勤・物流のボトルネックとなっており、渋滞緩和が課題となっている。 

(2)メトロマニラにおける運輸交通セクターの開発政策と本事業の位置付け 

当国政府の「フィリピン開発計画」（2011～2016 年）及び公共事業道路省策定の「公共

投資プログラム」（2011～2016 年）では、経済の中心地と近郊のアクセスを改善する運輸

インフラを拡充することによって交通渋滞を緩和する、との方針が打ち出されている。経済

の中心地であるメトロマニラと近郊都市のアクセスを改善し、日比友好道路の交通渋滞緩

和に資するバイパスを建設する本事業は、当国政府の開発政策に合致している。 

(3)当国における運輸交通セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国の対フィリピン国別援助計画（2008 年 6 月）においては、マニラ首都圏の混雑緩

和と経済成長を支える主要な運輸・交通網の整備・改善を支援することとしている。これま

で我が国は、メトロマニラにおける都市交通マスタープラン調査を実施し、交通計画策定を

支援するとともに、同マスタープランに基づいた環状線や立体交差等の道路施設や LRT 等

の整備に対する資金協力等を行い、物流改善及び混雑緩和に貢献してきた。 

(4)他の援助機関の対応 

メトロマニラまたは近郊地域の渋滞緩和に資する案件としては、世界銀行が「メトロマニ

ラ交通統合プロジェクト」にて輸送効率改善のためのマニラ首都圏内の道路延伸等を含む

円借款用 



資金協力を行っている。 

(5)事業の必要性 

本事業は、日比友好道路沿線で最も渋滞が深刻な区間の一つであるプラリデル市周辺

において、市街地を迂回するバイパス道路を建設し、メトロマニラと近郊都市のアクセスを

改善するものである。日比友好道路はメトロマニラとルソン島中部を直接結ぶ唯一の一般

幹線道路であるところ、本事業による渋滞緩和及び物流改善に期待される効果は大きい。 

 上記のとおり本事業は当国の運輸交通セクターの課題に対応し、フィリピンの開発政策、

我が国及び JICA の援助方針に合致するものであり、本事業の実施を JICA が支援する必

要性・妥当性は高い。 

 

３．事業概要 
 

(1)事業の目的 

本事業は、メトロマニラ北部近郊の中核都市プラリデル市周辺において、メトロマニラと

ルソン島中部を直接結ぶ唯一の一般幹線道路である日比友好道路のバイパス道路を建

設することにより、同市周辺の渋滞緩和及び輸送能力・効率向上を図り、もってメトロマニラ

及びメトロマニラ北部近郊地域の経済社会開発に寄与するものである。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名：ブラカン州 

(3) 事業概要  

1)片側一車線、両側計二車線のバイパス建設、全長 9.96ｋｍ 

2)コンサルティング・サービス（入札補助、施工管理等） 

(4) 総事業費 

6,213 百万円（うち、円借款対象額： 4,591 百万円） 

(5) 事業実施スケジュール 

2012 年 3 月から 2016 年 12 月を予定（計 61 ヶ月）。施設供与開始時（2016 年 12 月）

をもって事業完成とする。 

(6) 事業実施体制 

1) 借入人：フィリピン共和国政府（The Government of the Republic of the Philippines） 

2) 事業実施機関、運営／維持・管理体制：公共事業道路省（Department of Public 

Works and Highways） 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：B 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年

4 月公布）に掲げる道路、橋梁セクターのうち大規模なものに該当せず、環境への望

ましくない影響は重大でないと判断され、かつ、同ガイドラインに掲げる影響を及ぼし

やすい特性及び影響を受けやすい地域に該当しないため。 

③ 環境許認可：環境天然資源省よりフェーズ I・II の両区間を対象とする環境適合証明

書（ECC）が 2002 年 11 月に発行されている。 



④ 汚染対策：工事中の土壌流出に対しては河川・灌漑の水質汚染を起こさないための

貯砂ゲートの設置、粉塵に対しては道路散水作業、騒音及び振動については低騒音

型建設機械の導入等の対策が取られる予定。 

⑤ 自然環境面：事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周辺

に該当せず、自然環境への望ましくない影響は最小限と想定される。 

⑥ 社会環境面：本事業は計約 32.2ha の用地取得及び計 33 世帯の住民移転を伴う。用

地取得及び住民移転は、実施機関及び地方自治体により、フィリピン国内法に沿って

実施・モニタリングされる。 

⑦ その他・モニタリング：環境管理計画に基づき、実施機関・コントラクター・コンサルタン

ト・地方自治体からなるモニタリングチームが、土壌浸食、大気質、騒音及び振動等

についてモニタリングする。 

2) 貧困削減促進：移転等の影響を受ける貧困世帯は優先的にプロジェクトで雇用され

るよう配慮される予定。 

3) 社会開発促進：工事期間中に、地元住民以外の作業員が外部から流入する（出稼

ぎ）ことが想定されるため、プロジェクトサイトにおいて感染症（HIV/AIDS 等を含む）が発

生する可能性がある。対策として、入札書類にエイズ条項を含めるものとし、工事請負契

約者が工事労働者に対しエイズ感染症対策を実施する。 

(8) 他スキーム、他ドナー等との連携：特になし。 

(9) その他特記事項：メトロマニラ及び北部近郊地域は日本企業の事業拠点として重要な

地域の一つとなっており、同地域の物流改善に資する本事業は、進出日本企業の経済活

動効率化に資するものである。 

 

4. 事業効果 

（1）定量的効果 

1) 運用・効果指標： 

指標名 
対象道路（フェーズ I、

II を合わせた両区間）
基準値（2011）

目標値（2018 年） 

【事業（フェーズ II）完成 2 年

後】 

年平均日交通量（台/日） 
日比友好道路 47,125 44,619

バイパス - 15,649

所要時間（分） 
日比友好道路経由 49 48

バイパス経由 - 34

走行費の削減 （百万ペソ/

年） 
  - 4,638.73

参考指標として中部ルソン地域（Region III）の事業所数（2009 年時点で 79,445）をモニタ

リングする。 

なお交通量は 2006 年のデータから算出しているため、事業開始後にベースライン調査を

行い、基準値を確定する。 



2)内部収益率：58.8%  （前提）費用：幹線道路バイパス建設事業（Ⅰ）及び本事業の事業

費（税金を除く）、運営・維持管理費、便益：走行費用の節減、所要時間の短縮、プロジェク

トライフ：20 年 

(2) 定性的効果：対象地域における渋滞緩和、メトロマニラ北部近郊地域の経済社会開発 

 

5. 外部条件・リスクコントロール 

自然災害発生等による事業実施遅延 

 

6. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

(1) 類似案件の評価 

過去の円借款完成道路案件の事後評価では、人口密集地では特に用地取得に時間を要

すため、用地取得に十分な時間を見積もるなどして、工事の着工以前に用地取得を済ます

べきであるとの教訓を得ている。 

(2)本事業への教訓 

本事業では既存道路と交差する地点に建造物が密集していることから、上記教訓を踏ま

え工期への影響を避けるため用地取得に早期に着手することで、事業完成までの期間短

縮を図る予定である。 

 

7. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標 

1) 年平均日交通量（台/年） 

2) 所要時間（分） 

3) 走行費の削減 （百万ペソ/年）（%） 

4) 中部ルソン地域（Region III）の事業所数 

(2) 今後の評価のタイミング 

コンサルタント雇用後のベースライン調査及び事業完成 2 年後の事後評価時 

 

以 上 


